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はじめに

　介護保険制度施行から１２年を経て、介護保険サービスの受給者数は拡大の一途をた

どっています。近年は、地域包括ケア研究会で「（リハビリに取り組む前段階としての）

自立支援促進」、「してあげる介護」からの脱却の重要性が指摘され、社会保障審議会で

も「（不適切な用具利用による）廃用症候群（生活不活発病）促進の可能性」が指摘さ

れるなど、自立支援促進に向けた取り組みが求められてきています。

　自立支援の有効なツールである福祉用具の利用状況をみると、在宅介護については福

祉用具専門相談員および介護支援専門員が継続的にモニタリングを行い、必要に応じて

用具を入れ替えるなどの継続的対応の体制がつくられています。これに対して高齢者施

設における福祉用具利用については、必ずしも自立支援の観点からの明確な支援の体制

が整っているとはいえない状況が指摘されています。今後、施設から在宅へのシフトが

進む介護環境においては、入所中の生活環境についてもこれまで以上に自立支援を意識

した生活環境の整備が重要となります。

　こうした問題意識に基づき、社団法人日本福祉用具供給協会では、平成 23 年度老人

保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）の補助金により「高齢者施設等

における福祉用具利用と効果的な運用体制に関する調査」を行いました。この調査では、

高齢者施設等における個々の入所者の自立支援の視点から見た生活環境整備の状況、特

に生活行動支援場面における福祉用具の選定と利用指導の状況を把握しました。さらに、

施設全体での福祉用具運用・管理の状況と利用効果の評価の体制についても把握し、自

立支援に向けた環境整備の視点から、効果的な福祉用具の利用とその運用・管理のあり

方を提案しています。

　この冊子は、福祉用具貸与事業者をはじめ、高齢者介護施設、リハビリテーション専

門職等、福祉用具に関わる多くの関係者の皆様に、上記調査の成果の概要をご紹介する

ものです。

　今後は施設と居宅や高齢者住宅などとの行き来がこれまで以上に増加すると予想され

ますが、そうした状況でも、施設に入所した際に適切な福祉用具の利用環境が得られる

ように、本報告書を基に今後の対応について活発な議論が行われることを期待するもの

です。

平成２４年３月

社団法人日本福祉用具供給協会
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1 調査の目的

　地域包括ケア研究会で「自立支援促進」「してあげる介護からの脱却」の重要性が指摘され、社会保障審議会でも「廃
用症候群促進の可能性」が指摘されるなど、適切な福祉用具の活用による自立支援促進に向けた取り組みが求めら
れてきています。
　在宅介護における福祉用具利用については、福祉用具専門相談員および介護支援専門員が継続的にモニタリング
を行い、必要に応じて用具を入れ替えるなどの継続的対応の体制がつくられています。これに対して高齢者施設等
では、入所生活行動を支援する福祉用具利用については、自立支援の観点からの支援の体制が必ずしも十分ではな
い状況が指摘されています。
　そこで、本事業では、高齢者施設等における個々の入所者の自立支援に向けた生活環境整備の状況、特に生活行
動支援場面における福祉用具の選定と利用指導の状況を把握しました。さらに、施設全体での福祉用具運用・管理
の状況と利用効果の評価の体制についても把握し、自立支援に向けた環境整備の視点から、効果的な福祉用具の運
用・管理のあり方を検討しました。

2 調査の概要

この調査では、介護老人福祉施設および介護老人保健施設を対象として、アンケート調査とヒアリング調査を行い、
高齢者施設等における福祉用具の管理・運用のあり方について検討しました。

１
アンケートによる
実態調査

■調査対象
介護老人福祉施設：２０００（全国老人福祉施設協議会加盟施設）
介護老人保健施設：１１００（全国老人保健施設協会加盟施設）
■調査実施期間平成２３年１０月～平成２３年１２月中旬

2
ヒアリングによる
先進事例調査

■調査対象介護老人保健施設３施設

3
高齢者施設等における
福祉用具管理・
運用のあり方検討

■入所者の自立支援促進のための福祉用具利用のあり方
■施設としての福祉用具運用・管理のあり方、体制整備のあり方
■福祉用具の運用・管理に関する福祉用具事業者との連携のあり方
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福祉用具の管理担当者について

3 アンケート調査の結果 ３－１
高齢者施設における福祉用具管理の現状

アンケート調査の集計結果の中から、主なものをご紹介します。
はじめに、施設における福祉用具の管理担当者の設置の有無から管理担当者の職種や資格等、施設におけ
る福祉用具の管理の現状を紹介します。

●用具関係の保有資格

6.2

3.8

10.0

16.2

53.1

9.4

15.6

10.4

60.4

4.2

0

福祉用具専門相談員

福祉用具プランナー

福祉住環境コーディネーター

その他

特になし

10 20 30 40 50 60 70
（%）

介護老人福祉施設(N=130) 介護老人保健施設(N=96)

福祉用具管理担当者の福祉用具
関係の保有資格としては、介護
老人福祉施設、介護老人保健施
設ともに「特になし」が大半で
す。

福祉用具の管理担当者について
は、介護老人福祉施設、介護老
人保健施設ともに担当者をおい
ていない施設が約半数にのぼ
り、担当者を決めている施設は
４割程度にとどまっています。

●福祉用具管理担当者の設置

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

担当者を決めている　　担当者を決めていない
外部に委託している　　無回答

(%)

38.5

45.3

52.6

47.6

2.4
6.5

6.6
0.5

福祉用具管理担当者の職種は介
護老人福祉施設では介護職が４
割弱で最も多いです。介護老人
保健施設ではＰＴ・ＰＴ・ＳＴ
が４割強で最も多くなっていま
す。

●福祉用具管理担当者の職種

9.2

12.5

13.8

2.1

10.0

43.8

38.6

29.2

7.7

3.1

19.2

8.3

1.5

1.0

介護老人福祉施設
(N=130)

介護老人保健施設
(N=96)

管理職　　ケアマネジャー　　PT、OT、ST　　介護職
事務職　　その他　　　　　　無回答

(%)
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用具の計画的整備

管理・メンテナンスの現状

3 アンケート調査の結果 ３－２ 福祉用具の管理・メンテナンスの体制

福祉用具の整備について計画的に取り組まれているか、管理・メンテナンスについて組織的な位置付け・
役割が決まっているか、といった福祉用具の管理運営体制について紹介します。

福祉用具の整備を計画的に行ってい
るのは３割程度、そのうち年度計画
に沿って整備しているのは２割程度
です。

●計画的な整備・充実の仕組み

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

年度ごとの計画に沿って整備している　　中長期的な計画に沿って整備している
明確な整備計画はない　　　　　　　　　無回答

(%)

16.3

17.9

11.5

10.8

68.9

67.5

3.3

3.8

整備計画を有する施設の整備目標は
「状態像に合わせた自立支援の実現」
が約６割です。

●整備目標

介護老人福祉施設
(N=94)

介護老人保健施設
(N=61)

状態像に合わせた自立支援の実現　　介護負担の軽減　　その他　　無回答

(%)

60.7

59.0

22.3

16.4 9.8

17.0

14.8

管理・メンテナンスの仕組みとして
は「担当者はいるが組織的な仕組み
はない」が４割弱、「組織も担当者
も決まっていない」が２割強です。

●管理・メンテナンスの仕組み
1.5

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

施設内に組織的な仕組みがある　　　　　担当者が外部の事業者を使って対応
担当者はいるが組織的な仕組みはない　　組織も担当者も決まっていない　　　　　無回答

(%)

16.3

26.4

19.5

9.9

38.7

38.3

24.0

22.6
2.8

リハ専門職の関与の仕方は、介護老
人福祉施設では「必要に応じて専門
的立場でアドバイスする」が４割強、
介護老人保健施設では「必要に応じ
て専門的立場でアドバイスする」が
約８割です。

●リハ専門職の関与の仕方

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

管理体制を指導する　　　　　　　　　　必要に応じて専門的立場でアドバイスする　　その他
管理の仕組みを作って運用を指導する　　特に明確な役割は決まっていない　　　　　　無回答

(%)

6.6 6.1

26.9

77.9

15.4 11.2

8.5
0.9

42.0
2.4

2.1

福祉用具の消毒は、「利用状況を見
て必要に応じて随時消毒する」が５
割強です。介護老人福祉施設と介護
老人保健施設の差はほとんどありま
せん。

●福祉用具の消毒

7.1

6.6 9.0

53.8

50.4

5.9

11.8

27.2

17.0
2.4
3.3

1.2

1.9
利用者が用具を交換する時に消毒する　　　　用具の利用者が替わる時に消毒する　　その他
用具の種類別に期間を決めて消毒する　　　　特に定められていない　　　　　　　　無回答
利用状況を見て必要に応じて随時消毒する

(%)
2.4

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

福祉用具の消毒を行っている人につ
いては、「基本的に施設内で消毒し
ている」が過半数でした。また、「不
明」も３割程度です。

●消毒の担当者

61.3

51.2
2.7

11.5 32.8

28.38.5

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

基本的に施設内で消毒している　　　　その他の事業者（消毒事業者等）に委託している　　その他
福祉用具供給事業者に委託している　　福祉用具の種類によって異なる　　　　　　　　　　無回答

(%)1.5 0.3

0.5 1.4

−3−



3 アンケート調査の結果 ３－３ 福祉用具の適用判断、利用指導

入所時の入所者の実質的な福祉用具の必要性の判断や入所後に使用している福祉用具の見直し、職員むけ
の研修、重点的に利用指導している福祉用具等について紹介しています。

入所時について

入所後の対応

介護老人福祉施設では、入所者に対する
実質的な福祉用具の必要性の判断をする
人は、「介護スタッフとリハ専門職によ
る協議（チーム方式）」が３割強にのぼり、
「次いで介護スタッフ」が 2割でした。
一方、介護老人保健施設では「介護ス
タッフとリハ専門職による協議（チーム
方式）」「作業療法士、
理学療法士、言語聴覚士」がそれぞれ 3
割強であり、施設特性の違いを反映した
結果となっています。

●必要性の判断をする人
(%)

医師 作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST）
医師とリハ専門職による協議（チーム方式）施設のケアマネジャー　

介護スタッフ 介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式）　
明確に決まっていない その他
無回答

2.4
33.0 7.5

11.5 19.8 33.2

37.8

16.0

11.8

9.2 4.7
0.3
5.0

0.3

1.40.5
4.7

0.9

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

介護老人福祉施設では入所時点で「特定
の状態像の入所者を除いて、状態像に
合った適用ができている」が５割弱、「ほ
ぼ全ての入所者について、状態像に合っ
た適用ができている」が３割強でした。
介護老人保健施設では「特定の状態像の
入所者を除いて、状態像に合った適用が
できている」が７割弱にのぼり、「ほぼ
全ての入所者についてできている」を合
わせると９割を超えます。

●入所時点での適合状況
(%)

32.0

26.4

46.4

63.7

19.8
0.6

8.5
0.5

0.9

1.2

ほぼ全ての入所者について、状態像に合った適用ができている

無回答

状態像に合った適用ができている入所者は少ない
状態像に合わせた福祉用具の適用はあまり考えていない

特定の状態像の入所者を除いて、状態像に合った適用ができている

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

介護老人福祉施設では「介護スタッフ」
が３割強にのぼり、「介護スタッフとリ
ハ専門職による協議（チーム方式）」は
３割弱でした。
介護老人保健施設では「作業療法士
（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士
（ST）」、「介護スタッフとリハ専門職に
よる協議（チーム方式）」がそれぞれ４
割強にのぼり、リハ専門職の関与が普及
しています。

●使い方の指導をする人
(%)

医師 作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST）
医師とリハ専門職による協議（チーム方式）施設のケアマネジャー　

介護スタッフ 介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式）　
明確に決まっていない その他
無回答

0.3
8.3

42.5

3.3
35.1 28.4

43.9

15.4 5.9
3.3

0.9
4.2 6.1

1.9

0.5

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

入所中に、福祉用具の変更・調整の必要
性の確認をする方法は、「必要に応じて
随時確認する」、「日常的に介護業務のな
かで福祉用具にも目配りする」がそれぞ
れ５割弱でした。

●変更・調整の必要性の確認の方法
(%)

46.4

51.0

50.3

46.7

1.5

0.9 0.6

1.4

1.2

日常的に介護業務のなかで福祉用具にも目配りする

無回答月に１回程度、日時を決めて一斉に確認する

必要に応じて随時確認する
週に１回程度、日時を決めて一斉に確認する その他

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)
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3 アンケート調査の結果 ３－３ 福祉用具の適用判断、利用指導

入所後の対応（つづき）

全体では「介護スタッフとリハ専門職
による協議（チーム方式）」が４割弱
でした。また、介護老人保健施設では
「介護スタッフとリハ専門職による協
議（チーム方式）」が５割弱、「作業療
法士（OT）、理学療法士（PT）、言語
聴覚士（ST）」が３割強でした。

●見直しの判断をする人
(%)

医師 作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST）
医師とリハ専門職による協議（チーム方式）施設のケアマネジャー　

介護スタッフ 介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式）　
明確に決まっていない その他
無回答

0.5
36.8

2.8

8.3 20.7 34.3

44.8

16.3

9.0

9.2
3.80.3

7.1

1.4
3.8
0.9

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

研修

職員向けの研修の方法をどのように
行っているかについては、「年に何回
かは実施している」が５割弱、「実施
していない」が４割強でした。

●職員向けの研修
(%)

4.1

3.3

45.3

46.7

43.5

44.8

4.1

3.31.9

3.0

月に１回程度以上実施している
無回答年に何回かは実施している 実施していない

２、３ヶ月に１回程度実施している

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

退所前に、退所後の福祉用具利用指導
を行っているかについて、介護老人福
祉施設では「不明」が４割弱、「退所
時には福祉用具の利用指導は行わな
い」が３割弱と多いです。
介護老人保健施設では「退所者からの
要望に応じて状態に応じた指導を行
う」が４割弱、「全ての退所者に対し
て状態に応じた個別の指導を行う」が
３割強、ほとんどの施設が何らかの形
で退所時にも福祉用具利用指導を行っ
ています。

●退所後の利用指導
(%)

35.0 24.5

15.4 27.8 9.2

34.0

39.0
2.7

4.1

4.2

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

1.8

1.40.9

全ての退所者に対して状態に応じた個別の指導を行う
留意すべき状態の退所者に対して状態に応じた個別の指導を行う
退所者からの要望に応じて状態に応じた指導を行う
どの退所者に対しても同様の指導を行う
退所時には福祉用具の利用指導は行わない

その他
無回答

重点的に指導する福祉用具

施設として、適用、利用指導を特に重
点的に行っている福祉用具は、全体で
は「車いすおよび付属品」が６割強、
「床ずれ防止用具」が４割弱、「歩行器・
歩行補助用具」が３割程度でした。

●重点的に指導している福祉用具

0 10 20 30 40 50 60 70
（%）

62.7

24.3

42.0

24.9
7.4

6.8

6.2

24.3

2.1

16.5

30.7

48.1

11.8

5.7

3.3

22.2

3.8

59.9車いすおよび付属品

特殊寝台および付属品

床ずれ防止用具

歩行器・歩行補助用具

手すり

移動用リフト

その他

特にない

無回答

介護老人福祉施設(N=338) 介護老人保健施設(N=212)
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福祉用具供給事業者との接触機会

福祉用具供給事業者との連携

3 アンケート調査の結果 ３－４ 福祉用具供給事業者との連携

福祉用具供給事業者との接触機会・連携など、施設と供給事業者がどのようなタイミングに連携を図って
いるかを紹介します。

福祉用具事業者と接触がある場合の
主な機会は、「機器・設備等の整備
（メンテナンス）の相談相手として」
が６割強、「入所者の個別ケース対
応の際の相談相手として」が約５割、
「定期的な情報提供者として」が３
割強、「計画に沿った福祉用具の調
達先として」が約３割でした。

●福祉用具事業者との接触機会

0 10 20 30 40 50 60 70 80
（%）

34.0

37.9

55.0

70.7

1.2

7.7

2.7

25.0

52.8

51.4

34.4

8.0

2.8

34.4
計画に沿った福祉用具の

調達先として

定期的な情報提供者として

入所者の個別ケース対応の
際の相談相手として
機器・設備等の整備

（メンテナンス）の相談相手として
入所者の退所後の在宅環境整備の

相談相手として
情報交換会、セミナーなどの

メンバーとして

その他

介護老人福祉施設(N=338) 介護老人保健施設(N=212)

福祉用具供給事業者との定期的な接
触機会は、「随時（必要に応じて）」
が４割強でした。

●福祉用具事業者との定期的接触機会
(%)

16.3

14.6

16.6

12.3

5.6

4.2

2.1
43.1

45.8

13.6

18.4

2.7

3.31.4

週に１回 月に２、３回 月に１回程度　 年に２、３回
随時（必要に応じて） 定期的接触はない 無回答

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

入所時における入所前生活環境確認
に関して、福祉用具供給事業者と相
談または連携することがあるかにつ
いては、「相談または連携をするこ
とがある」は２割程度でした

●入所前における福祉用具事業者との連携
(%)

25.7

17.9

71.9

79.3

2.4

2.8

相談または連携をすることはない 無回答相談または連携をすることがある

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

入所者の入所中の自立支援に関して
は、「相談または連携をすることが
ある」が全体で５割強でした。介護
老人保健施設では５割弱でやや少な
くなりました。

●自立支援に関しての相談
(%)

52.9

45.3

44.7

52.3

2.4

2.4

相談または連携をすることはない 無回答相談または連携をすることがある

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)
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福祉用具活用を勧めるために

福祉用具貸与の必要性

3 アンケート調査の結果 ３－５ 施設における福祉用具利用の促進に向けて

福祉用具の活用をすすめるために必要な条件、今後導入したい福祉用具、福祉用具貸与の必要性など、高
齢者施設等における福祉用具の利用促進に関する項目を紹介します。

介護老人福祉施設では、「継続的に
福祉用具活用の実際的な情報が得ら
れること」、「必要な福祉用具を随時
調達できる方法を確保すること」等
がそれぞれ約５割でした。介護老人
保健施設では「継続的に福祉用具活
用の実際的な情報が得られること」、
「多様な福祉用具を施設で保有する
こと」、「必要な福祉用具を随時調達
できる方法を確保すること」が５割
弱でした。

●福祉用具活用を進めるための条件
0 10 20 30 40 50 60

（%）

47.6

46.2

21.3

36.1

52.1

51.8

3.6

45.3

38.2

41.5

49.5

43.4

2.8

36.3
福祉用具利用を随時指導できる

専門人材がいること
継続的に福祉用具活用の

実際的な情報が得られること
入所、退所に際して在宅の

福祉用具利用の状況がわかること
多様な福祉用具を
施設で保有すること

必要な福祉用具を随時調達
できる方法を確保すること
福祉用具の消毒・修理など

メンテナンスの体制を整えること

その他

介護老人福祉施設(N=338) 介護老人保健施設(N=212)

入所者の自立支援を進めるため、今
後導入したい福祉用具の有無につい
ては、「ある」が約６割でした。
導入したい福祉用具は、「車いす・
付属品」が６割強、「床ずれ防止用具」
が４割弱、「歩行器・歩行補助用具」
が３割強でした。

●今後導入したい福祉用具
0 10 20 30 40 50 7060

（%）

62.1

27.1

35.0

17.2

16.3

29.1

20.2

10.8

28.2

35.1

17.6

16.8

43.5

22.9

8.4

63.4車いす・付属品

特殊寝台・付属品

床ずれ防止用具

体位変換器

手すり

歩行器・歩行補助用具

移動用リフト

その他

介護老人福祉施設(N=203) 介護老人保健施設(N=131)

入所中の入所者に対する福祉用具の
貸与（レンタル）の必要性について
は、「レンタルは必要」という回答
が多く、介護老人福祉施設では７割
以上、介護老人保健施設では８割以
上でした。

●入所者に対する福祉用具貸与の必要性
(%)

76.0

82.6

15.4

9.9

8.6

7.5

レンタルは必要ない 無回答レンタルは必要

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

退所時の復帰訓練中に入所者への福
祉用具の貸与（レンタル）の必要性
の回答も多く、介護老人福祉施設で
は「レンタルは必要」が６割弱、介
護老人保健施設では９割以上が必要
と回答しました。

●復帰訓練時の福祉用具貸与の必要性
(%)

57.7

90.6

20.7

6.1

21.6

3.3

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

レンタルは必要ない 無回答レンタルは必要
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4 ヒアリング調査結果のまとめ

リハ専門職が福祉用具利用に積極的に関わっている介護老人保健施設（３施設）へのヒアリング調査結果
を整理して、先進施設における福祉用具の活用の取組の特徴を以下にまとめました。

●福祉用具導入の計画性
■「ベッド、車いすを中心に入所者に適合できるものを充
実させる」「入所者の変化にタイムリーに対応するため
に車いすの数を充実させる」など、福祉用具活用の方針

とそれに即した調達のパターンがある。
■退所、入所時の福祉用具の調達を円滑にするため、福祉
用具貸与事業所を併設している例もある。

●福祉用具の管理
■福祉用具を管理する部署（組織）と管理の方法が明確に
なっている。

■管理部署は施設の組織構成に応じてしかるべき部署が担
当しており、施設により異なる。

■管理方法は、施設運営の特性、考え方に即して業務の中
からやりやすい方法が工夫されている。

■月単位くらいで状況確認している。

●施設内研修
■定期的な施設内研修が行われている。
■ケアミーティング等日常業務の中で福祉用具利用のノウ
ハウに関する情報を交換できる工夫がある。

■これらを通じて、施設職員全体が福祉用具に関して一定
レベルの知識を保持している。

●リハ専門職の役割と施設スタッフの役割
■「予後予測をしてリハビリテーション計画を策定する」
など、リハ専門職の基本の立ち位置はあくまでもリハ
ビリテーションにある。

■リハビリテーションとケアの関係づけ、目標設定など、
ケアとの接点を重視している。

■その観点から福祉用具の適用判断がなされ、利用方法が
指導される。

■入所者の状況確認は介護スタッフの役割であるが、研修
等で福祉用具の知識も高めることで、福祉用具の利用状
況確認も合わせて行えるようになっている。

●福祉用具貸与事業所との連携
■福祉用具事業所と密度の高い連携を実現している（貸与
事業所を併設しているなど）。

■連携形態の違いは各施設の機能的特性や運営の方針によ
るところが大きい。

■貸与事業者は施設内での福祉用具にかかわるだけでなく、

入所者の入所・退所に密着して施設の中から外、外から
中へ移行するフェーズでの対応に重点がある。

■こうしたケース対応だけでなく、定期的な接点を持つこ
とで事業所が福祉用具に関する最新情報を継続的に提
供する役割も重要視されている。

●入所時・退所時の関わり
■リハ専門職は入所・退所に際して、次の移動先の居住環
境を事前に確認し、移動後の生活環境が移動前と断絶
しないよう配慮し、環境整備（＝福祉用具活用）に注

力している。
■環境整備が円滑に進むよう、福祉用具事業者もこの
フェーズで密接に連携している。

●福祉用具活用のポイント
■入所者の個別特性に対応する観点から、在宅と同様に福
祉用具をレンタルできることが望まれている。

■入所、退所等移動の前後でも居住環境を一定に維持する
ため、福祉用具の柔軟な利用が重要となっている。

■施設における福祉用具活用は、多様な福祉用具を施設へ
供給することだけでなく、入所、退所といった変化に
柔軟に対応する供給の仕組みを有することも重要であ
る
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まず、個々の入所者への適用水準を高めることの重

要性の普及を図る。

その上で、各施設で福祉用具の活用に関する考え方、

取扱いの方針を検討することが重要である。

■福祉用具の管理について組織的な対応を取って

いない施設が過半数である。

■福祉用具の管理は専門的な知識を背景に取り組

むべきとの認識は普及していない。

■福祉用具を適切に利用することで入所者の自立

促進が実現できることの認識が普及していな

い。

１．高齢者施設における福祉用具の利用と管理の現状

■福祉用具の整備を計画的に取り組んでいる施設

は少数

■「状態像に合わせた自立支援の実現」の具体的

な手段が確保されていない。

■福祉用具の管理・メンテナンスは、施設の管理

運営業務の中で１つの独立した分野として認識

されていない。

「福祉用具の管理は施設の管理運営業務の中で１つの

独立した分野である」という認識の普及を図る。

合わせて、「福祉用具の管理には専門的な知識と対応

が必要である」という認識も普及させることが重要

である。

２．福祉用具の管理・メンテナンスの体制

■介護老人保健施設では福祉用具の適用判断、利

用指導に関してリハ専門職中心に対応する体

制。福祉施設では介護職中心の対応となってい

る。

■退所を前提とする保健施設では退所時の指導を

行っている。

■保健施設でも、リハ専門職中心で対応する施設

と、リハ専門職と介護職との協議（チーム体

制）で対応する施設とが半々の状況である。

■多くの施設において、研修により職員に普及を

図るべき技術・知識のとしての位置づけが認め

られていない。

福祉用具の利用認識の普及促進は、リハ専門職が配

置されており、退所時の利用指導が普及している介

護老人保健施設から展開する。

介護老人福祉施設については、先進施設事例情報の

普及など、福祉用具利用への関心喚起からのアプロー

チが実際的である。

介護老人福祉施設は、福祉用具の管理に介護スタッ

フが携わる体制なので介護スタッフ向けの福祉用具

利用指針等の普及を図る。

３．福祉用具の適用判断、利用指導を核とした対応の促進

5 施設における福祉用具利用のあり方 【現状の整理と今後の方向性】

アンケート調査、ヒアリング調査の結果から現状の課題を整理し、今後、高齢者介護施設において、入所
者の自立支援につながる福祉用具の利用を促進するための取り組みの方向性をまとめました。

−9−



■福祉用具事業者との相談、連携は「必要が生じ

た時」に都度対応する施設が多い。

■定期的な接触機会がないため、福祉用具事業者

から提供される情報が蓄積されていない。

■事業者との相談、連携の対象は主に所中の入所

者。介護老人保健施設では退所後の生活環境整

備までフォローする取組がある程度定着してい

る。

■入所者の生活の連続性を維持する視点が重視さ

れると、入所前の生活環境確認から相談、連携

する機会が拡大する可能性がある。

福祉用具事業者（福祉用具専門相談員）が、３．で

提案した施設への関心喚起の働きかけの役割を担う

ことができる。

入所者の生活環境の連続性維持の観点から、福祉用

具事業者が、在宅環境と施設環境の情報提供、連続

性を維持するための提案などの役割を担うことがで

きる。

福祉用具事業者としては、介護老人保健施設はリハ

ビリテーション専門職、介護老人福祉施設は福祉用

具調達の担当者を窓口としてアプローチすることが

有効ではないか。

４．福祉用具供給事業者との連携

■入所者の自立支援の観点から、個々の入所者に

適合した福祉用具を適合したいという施設側の

要望は大きい。

■個々の入所者に適合した福祉用具の調達手段と

して、福祉用具貸与への期待、ニーズは大き

い。特に介護老人保健施設でより期待が大き

い。

施設側の「期待」を施設運営における具体的な対応

に結びつけるための方策・仕組みの検討を進めるべ

きではないか。

検討に際しては、施設で福祉用具の活用を拡大する

ことの分かりやすい目標設定 (在宅と同じ環境の実現

等 )が重要である。

そうした方策、仕組みを継続的に協議する機会ある

いは組織の創出が必要ではないか。

５．施設における福祉用具利用の促進に向けて

5 施設における福祉用具利用のあり方 【現状の整理と今後の方向性】
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5
施設において、入所者の自立支援の実現のために、すでにあるものを工夫して使うにとどまらず、個々の
入所者の状態の応じた最適な福祉用具を積極的に導入することが望まれます。
ここでは、「施設にいても在宅と同程度の福祉用具利用環境を実現すること」という目標を掲げ、実現に
向けたステップを提案しています。

① 高齢者施設における福祉用具利用の現状確認と啓発
　 在宅との比較、先進事例との比較による啓発

② 福祉用具利用見直しの目標設定
  「施設にいても在宅と同程度の福祉用具利用環境を実現すること」

● 利用者の状態変化に応じた交換利用
・定期的なモニタリングによって利用者の状態変化を把握

⇒状態変化に応じてケアマネジメントの目標を見直し
⇒必要に応じて利用する福祉用具を変更

● 利用者変更時の消毒の徹底による衛生管理

③目標達成に向けた対応策の検討
　状況改善方策のメニューを検討

④施設毎にメニューの選択
　施設の運営方針と整合するメニューの選択

⑤施設運営における改善方策メニューの落とし込み
　組織体制整備、人材確保、バックアップ体制整備

施設における福祉用具利用のあり方 【目標の設定と働きかけ】

データを用いた広報などによ
り問題意識を喚起します

施設間で共有できるわかりや
すい目標とします

概念的でなく、入所者の生活
状態としてのイメージを共有
しやすい目標とします

福祉用具関連団体の組織的な
取り組みの根拠となります

取り組みやすい対応策を検討
します

例：
「施設の事業計画に福祉用具
の活用方針、整備計画、管
理・メンテナンスについて記
載する」「研修の実施」「外
部専門職や福祉用具事業者と
の連携強化」など

施設の運営目標に対して、福
祉用具活用促進のメリット、
現実的な体制、仕組みが構築
できるか、などを検討します

コスト面への影響にも留意
し、外部の資源の有効活用な
ども充分に検討します
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交換・追加利用のモデル

交換・追加利用の発生状況

在宅介護における福祉用具の交換利用の状況

利用者の状態に合わせて福祉用具の交換を行うことにより、利用者の自立した生活を維持することができ
ます。在宅では福祉用具貸与サービスを効果的に活用し、利用者の状態の変化に応じて適切な福祉用具を
借り換えながら、自立支援を目指しています。

1 か月間の用具の貸出の記録を分
析し、福祉用具別、目的別に集計
したものです。

（新規利用者への貸出は除く）

福祉用具の種類によって、貸出が
発生する頻度や追加、交換の目的
が異なることがわかります。

利用者の状態の変化に応じて、そ
の時点での利用者の状態に最適な
用具を利用します。
福祉用具の返却や追加、交換を行
う目的には以下のようなパターン
があります。

・導入時の適合・調整
・ＡＤＬ改善、生活行動範囲の拡
大　による交換・追加
・ＡＤＬ低下による交換・返却
・介護環境の変化による交換
・用具の要因による交換

安定期導入初期 下降期向上期

出典：「状態像に応じた福祉用具の交換利用の効果に関する調査」H22年３月に本福祉用具協会

交換交換

A：導入時の
適合、調整

B：ADL改善、
生活行動
範囲拡大に
よる交換・
追加

C：ADL低下に
よる交換・追加

交換・追加 交換・追加 交換・追加 交換・追加

Ａ
Ｄ
Ｌ
レ
ベ
ル
生
活
ニ
ー
ズ

D：介護環境の変化
による交換

E：用具側の要因に
よる交換
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介護環境の変化 用具の要因（故障・摩耗等） その他

　　　車いす
(電動車いす以外)

電動車いす

車いす付属品

特殊寝台付属

体位変換器

手すり

スロープ

歩行器

移動用リフト

特殊寝台

床ずれ防止用具

歩行補助つえ

認知症老人徘徊
感知機器
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【記録シート】貸出の際の理由（福祉用具別）

参考
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おわりに

　この資料集は、平成 23年度老人保健事業推進費補助金事業（老人保健健康増進等事

業分）」として、日本福祉用具供給協会が実施した「高齢者施設等における福祉用具利

用と効果的な運用体制に関する調査研究事業」の成果であり、事業の一環として実施し

たアンケート調査およびヒアリング調査の結果に基づいて、作成されたものです。

　調査にご協力いただきました施設の皆様に厚く御礼申し上げます。この資料集が少し

でも多くの高齢者施設や福祉用具関係者の皆様に活用され、福祉用具貸与サービスに対

する利用者の皆さまの理解のために役立てていただければ幸いです。

平成 2４年 3月

社団法人日本福祉用具供給協会
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社団法人 日本福祉用具供給協会

高齢者施設等における福祉用具利用と効果的な運用体制に関する調査
（調査の概要）

本事業は、平成23年度老人保健事業推進費補助金（老人保健健康増進等事業分）の助成を受けて行ったものです。

平成24年3月〒101-0061 東京都千代田区三崎町3-6-13 3F
   TEL. 03-3234-8281
   FAX. 03-3288-3077

  平成24年3月　発行
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高齢者施設等における福祉用具利用と
効果的な運用体制に関する調査

概要版
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高齢者施設における福祉用具利用の状況について 
【施設向け 調査票】 

 

記入者 

役職 １．事業所の管理者  ２．管理者以外 

職種 
１．生活相談員 ２．介護支援専門員   ３．介護職員 
４．看護職員  ５．機能訓練指導員  ６．その他（          ） 

経験年数            年 （本施設での就業経験年数をお書き下さい。） 

 
１．施設の概要 （平成 23 年 10 月 1 日現在） 

（１）基本情報 

所在地 都道府県  市部町村部別 1.指定都市 2.中核市 3.一般市 4.町村 

 
施設名 
 

（後日ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査にご対応いただける場合のみご記入下さい） 

開設年 昭和・平成（    ）年 

施設種類 １．介護老人福祉施設  ２．介護老人保健施設 入所定員    人 入所者数     人

運営主体 1. 公立   2. 社会福祉協議会   ３．社会福祉法人（社協以外）   ４.医療法人   ５．その他 

併設サービス 
（当てはまるものすべ
てに○） 
※併設サービスとは、同一

法人または系列法人で、同

一建物内・同一敷地内、隣

接敷地内にある施設事務所 

１．併設サービスあり   ↓併設で実施しているサービスの番号に○をつけて下さい（○はいくつでも）

 

 

 

 

２．併設サービスなし 

要介護度別入所者数 
（平成 23 年 10 月１日） 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 平均要介護度 

人 人 人 人 人  

認知症高齢者の日常生

活自立度別入所者数 

（平成 23 年 10 月１日） 

自立 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｍ 

人 人 人 人 人            人 

障がい老人の日常生活

自立度（同 10 月 1 日） 

J１ J2 A1 A２ B１ B２ C1 C2

人 人 人 人 人 人 人 人

入所施設の形態 1. 従来型個室中心   2.ユニット型個室中心   ３．多床室中心   4.混合型 

（２）職員体制等 

 常勤 非常勤 
 

常勤 非常勤 

実人員 常勤換算 実人員 常勤換算 実人員 常勤換算 実人員 常勤換算

介護支援 

専門員 

人 人 人 人
医師 

人 人 人 人

看護職員 
人 人 人 人 生活支援

専門員 

人 人 人 人

機能訓練指導員

(リハビリ専門職) 

人 人 人 人
介護職員

人 人 人 人

加算の算定状況 

（算定している加

算に○） 

1.看護体制加算（I） 

2.看護体制加算（II） 

3.夜勤職員配置加算 

4.認知症行動・心理症状緊急対応加算 

5.若年性認知症利用者の受入加算 

6.療養食の実施加算 

7.緊急短期入所ネットワーク加算 

8.在宅中重度者受け入れ加算 

9.サービス提供体制強化加算（I） 

10.サービス提供体制強化加算（II） 

11.サービス提供体制強化加算（III） 

12.在宅復帰支援機能加算（I） 

13.在宅復帰支援機能加算（II） 

14.在宅復帰支援機能加算（Ⅲ） 

１．入所系 （介護老人福祉施設  介護老人保健施設  介護療養型医療施設 

病院  診療所  短期入所生活介護  短期入所療養介護など） 

２．通所系 （ 通所介護  通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ など） 

３．訪問系 （ 訪問介護  訪問看護  訪問入浴 夜間対応型訪問介護  など）

４．居宅系 （ 居宅介護支援  福祉用具貸与  地域包括支援センター  など） 



 

福 祉 用 具 管 理

担当者設置の有

無について 

（○は１つ） 

 

１． 担当者を決めている   決めている場合→

２． 担当者を決めていない 

３． 外部に委託している 

→どのようなところに委託していますか 

１． 福祉用具を購入した事業者 

２． 医療機器販売事業者 

３． 福祉用具メーカー 

４． 指定福祉用具貸与（レンタル）事業者 

５．その他（                   ） 

福祉用具管理担当者の

職種はどれですか。 

（○は１つ） 

福祉用具管理担当者が保有

している資格がありますか。 

（○はいくつでも） 

１．管理職 

２．ケアマネジャー 

３．ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ 

４．介護職 

５．事務職 

６．その他（       ） 

１．福祉用具専門相談員 

２．福祉用具プランナー 

３．福祉住環境ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

４．その他（         ） 

５．特になし 

 

２．福祉用具の管理・メンテナンスの体制 

（１）福祉用具の計画的
な整備・充実の仕組に
ついて。（○は１つ） 

１．年度ごとの計画に沿って整備している → 
２．中長期的な計画に沿って整備している → 
３．明確な整備計画はない 

(1)-1 どのような整備目標ですか。 
１．状態像に合わせた自立支援の実現 
２．介護負担の軽減 
３．その他（                      ） 

（２）施設による福祉用
具の調達方法につい
て。（○は１つ） 

１．購入   ２．リース    ３．レンタル    
４．福祉用具の種類、数量によって方法を選択
５ ． 決 ま っ て い な い  ６ ． そ の 他
（         ） 

(２)-1 調達実施の実務的判断は誰がしていますか。
１．運営法人の代表、管理者  ３．施設管理者 
４．施設運営組織 ５．福祉用具管理者 ６．その他 

（３）福祉用具の管理・メ
ンテナンスの実施状況
について。（○は１つ） 

１．週に１回程度、日時を決めて一斉に点検する  
２．月に１回程度、日時を決めて一斉に点検する 
３．福祉用具の種類によって時期を設定して一斉に行う 
４．介護の一環として日常的に意識して点検する 
５．必要に応じて随時点検する 
６．その他（                     ） 

（４）管理、メンテナンス
の仕組みと体制につい
て。（○は１つ） 

１．施設内に組織的な仕組みがある     → 
２．担当者が外部の事業者を使って対応 
３．担当者はいるが組織的な仕組みはない 
４．組織も担当者も決まっていない 

(４)-1 どのような組織体制ですか 
１．施設全体で一元的に管理する体制 
２．フロア、エリア別に管理する体制 
３．福祉用具種類別に管理する体制 
４．その他（                    ） 

（５）管理、メンテナンス
への介護スタッフの関
与状況について。（○は
１つ） 

１．日常の状態確認などでスタッフ全員が関与 
２．用具別に決めたスタッフが担当用具を担当 
３．福祉用具担当者（グループ）のみが担当 
４．その他（                    ） 

(５)-1 どのような関与のしかたですか 
１．介護業務のなかで福祉用具にも目配り、報告 
２．所定の日時に一斉に点検、報告 
３．必要に応じて日時を設定して点検、報告 
４．その他（                      ） 

（６）ＰＴ、ＯＴなどリハ専
門職の関与の仕方につ
いて。（○は１つ） 
 

１．管理体制全体を指導する              ２．管理の仕組みを作って運用を指導する 
３．必要に応じて専門的立場でアドバイスする    ４．特に明確な役割は決まっていない 
５． その他（                                                    ） 

（７）管理・メンテナンス
への福祉用具事業者の
関与について。（○は１
つ） 

１．調達から管理・メンテナンスまで包括的に契約している 
２．管理・メンテナンスのみ包括的に契約している（調達は除く） 
３．福祉用具別に調達した事業者に任せている 
４．管理・メンテナンスの都度、福祉用具事業者を選定している 
５．福祉用具事業者は関与していない 

→（管理・メンテナンスはどのようにしていますか。 
                         ） 

（８）福祉用具の消毒に
ついて。（○は１つ） １．利用者が用具を交換する時に消毒する 

２．用具の種類別に期間を決めて消毒する  
３．利用状況を見て必要に応じて随時消毒する
４．用具の利用者が替わる時に消毒する 
５．特に定められていない 
６．その他（                     ） 

(8)-1 消毒は誰が行っていますか。(○は１つ) 

１．基本的に施設内で消毒している 
２．福祉用具供給事業者に委託している 
３．その他の事業者（消毒事業者等）に委託している
４．福祉用具の種類によって異なる 
５．その他（                        ） 



 

 
３．福祉用具の適用判断、利用指導について 

以下の設問については、施設におけるケアの環境整備としての福祉用具利用の観点からお答え下さい。 

（１）入所者に対する実質的な福祉用具

の必要性の判断は誰が行っています

か。 

（○は１つ） 

１．医師         ２．作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST） 

３．医師とリハ専門職による協議（チーム方式）     ４．施設のケアマネジャー  

５．介護スタッフ     ６．介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式）  

７．明確に決まっていない    ８．その他（                         ） 

（２）入所の時点で、入所者の状態像に

合った福祉用具の適用ができています

か。 

（○は１つ） 

１．ほぼ全ての入所者について、状態像に合った適用ができている 

２．特定の状態像の入所者を除いて、状態像に合った適用ができている 

３．状態像に合った適用ができている入所者は少ない 

４．状態像に合わせた福祉用具の適用はあまり考えていない 

(2)-1 施設にある福祉用具では状態像

に合った福祉用具の適用ができない場

合はどのように対処していますか。 

１．入所者の状態に適合する福祉用具を新たに購入（あるいはレンタル）する 

２．施設にある福祉用具を調整するなどして対応する 

３．特別な対応はしない 

４．その他（具体的に                                      ） 

（３）入所時の福祉用具の使い方指導

は、どのように行っていますか。 

（○は１つ） 

１．全ての入所者に対して状態に応じた個別の指導を行う      

２．留意すべき状態の入所者に対して状態に応じた個別の指導を行う 

（具体的に                                          ） 

３．入所者からの要望に応じて状態に応じた指導を行う 

４．どの入所者にも同様の指導を行う 

５．その他（具体的に                                        ）

（４）入所者への使い方の指導は誰が行

っていますか。 

（○は１つ） 

１．医師        ２．作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST） 

３．医師とリハ専門職による協議（チーム方式）    ４．施設のケアマネジャー 

５．介護スタッフ    ６．介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式） 

７．明確に決まっていない    ８．その他（                          ）

（５）入所中に、福祉用具の変更・調整

の必要性の確認はどのように行っていま

すか。 

（○は１つ） 

１．日常的に介護業務のなかで福祉用具にも目配りする 

２．週に１回程度、日時を決めて一斉に確認する 

３．月に１回程度、日時を決めて一斉に確認する 

４．必要に応じて随時確認する 

５．その他（                      ） 

（６）入所中の福祉用具利用の見直し

（用具の交換、フィッティングの修正な

ど）の判断は誰が行っていますか。 

（○は１つ） 

１．医師     ２．作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST） 

３．医師とリハ専門職による協議（チーム方式）    ４．施設のケアマネジャー 

５．介護スタッフ   ６．介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式） 

７．明確に決まっていない   ８．その他（                           ）

（７）退所前に、退所後の福祉用具利用

指導を行っていますか。 

（○は１つ） 

【介護老人福祉施設の場合は直近１年

の間に退所者がいた場合記入してくだ

さい】 

１．全ての退所者に対して状態に応じた個別の指導を行う      

２．留意すべき状態の退所者に対して状態に応じた個別の指導を行う 

（具体的に                                          ） 

３．退所者からの要望に応じて状態に応じた指導を行う 

４．どの退所者にも同様の指導を行う 

５．退所時には福祉用具の利用指導は行わない →（８）へ 

６．その他（具体的に                                        ）



 

（７）－１退所時に福祉用具利用指導を

行うに際して、退所先（在宅等）での利

用環境整備まで指導していますか。 

（○は１つ） 

１．全ての退所者に対して状態に応じた個別の環境整備を指導する      

２．留意すべき状態の退所者に対して状態に応じた環境整備を指導する 

（具体的に                                          ） 

３．退所者からの要望に応じて状態に応じた環境整備を指導する 

４．どの退所者にも同様の環境整備を指導する 

５．退所先の環境整備の指導は行わない  

６．その他（具体的に                                        ）

（８）職員向けの研修はどのように行って

いますか。 

（○は１つ） 
１．月に１回程度以上実施している 

２．２、３ヶ月に１回程度実施している 

３．年に何回かは実施している 

４．実施していない  

 

 

研修の講師は主に誰が務めていますか 

１．施設の OT、PT、ST 

２．施設のその他の職員 

３．外部の OT、PT、ST、その他有識者 

４．福祉用具メーカー 

５．福祉用具供給事業者 

６．その他（                   ）

（９）施設として、適用、利用指導を特に

重点的に行っている福祉用具がありま

すか。 

（○はいくつでも） 

１．車いすおよび付属品    ２．特殊寝台および付属品   ３．床ずれ防止用具 

４．歩行器・歩行補助用具   ５．手すり              ６．移動用リフト 

７．その他（                                             ） 

８．特にない 

 

 
 

４．福祉用具供給事業者との連携について 

（１）福祉用具事業者と接触がある場

合、主にどのような機会がありますか。

（○はいくつでも） 

１．計画に沿った福祉用具の調達先として 

２．定期的な情報提供者として 

３．入所者の個別ケース対応の際の相談相手として 

４．機器・設備等の整備（メンテナンス）の相談相手として 

５．入所者の退所後の在宅環境整備の相談相手として 

６．情報交換会、セミナーなどのメンバーとして 

７．その他（                                             ） 

（１）－１福祉用具供給事業者と定期

的な接触機会がありますか。（○は１

つ） 

１．週に１回      ２．月に２、３回         ３．月に１回程度  

４．年に２、３回    ５．随時（必要に応じて）   ６．定期的接触はない 

（２）入所時における入所前生活環境

確認に関して、福祉用具供給事業者

と相談または連携することがあります

か。（○は１つ） 

１．相談または連携をすることがある → 

 

２．相談または連携をすることはない 

 

相談・連携の内容を簡単にお書き下さい 

 

 

 

 

 

（３）入所者の入所中の自立支援に関

して、福祉用具供給事業者と相談また

は連携することがありますか。（○は１

つ） 

１．相談または連携をすることがある → 

 

２．相談または連携をすることはない 

 

相談・連携の内容を簡単にお書き下さい 

 

 

 

 

 



 

（４）退所時における退所後生活環境

整備に際して、福祉用具供給事業者

と相談または連携することがあります

か。 

１．相談または連携をすることがある → 

 

２．相談または連携をすることはない 

 

相談・連携の内容を簡単にお書き下さい 

 

 

 

 

 

（５）退所して在宅に移行した後の状況
のフォローについて、福祉用具供給事
業者と相談または連携することがあり
ますか。 
【介護老人福祉施設の場合は直近１
年間で退所者がいた場合のみ】 

１．相談または連携をすることがある 

 

２．相談または連携をすることはない 

 

相談・連携の内容を簡単にお書き下さい 

 

 

 

 

 

 

 

５．施設における福祉用具利用の課題について  

（１）自立支援の観点から福祉用具の

活用をさらに進めるために、特に重要

と考える条件は何ですか。 

（○はいくつでも） 

１．福祉用具利用を随時指導できる専門人材がいること 

２．継続的に福祉用具活用の実際的な情報が得られること 

３．入所、退所に際して在宅の福祉用具利用の状況がわかること 

４．多様な福祉用具を施設で保有すること 

５．必要な福祉用具を随時調達できる方法を確保すること 

６．福祉用具の消毒・修理などメンテナンスの体制を整えること 

７．その他（                              ） 

（２）施設における福祉用具利用を進

める上での問題点がありましたら、自

由にお書き下さい。 

 

 

（３）入所者の自立支援を進めるため、

今後導入したい福祉用具があります

か。（○は１つ） 

１．ある →（３）－１へ      

２．ない →（４）へ 

（３）－１導入したいのはどのような福

祉用具か、選択肢を選んでから具体

的にお書き下さい。（○はいくつでも） 

１．車いす・付属品  ２．特殊寝台・付属品  ３．床ずれ防止用具  ４．体位変換器 

５．手すり    ６．歩行器・歩行補助用具   ７．移動用リフト     ８．その他 

具体的に 

 

 

 

（４）今後、入所者の自立支援を図る

観点から、入所中の入所者に対して

福祉用具の貸与（レンタル）は必要と

思いますか。（○は１つ） 

１.レンタルは必要 → 

 

 

 

 

２.レンタルは必要ない →

 

 

どのような場合に必要と思いますか。自由にお書き下さい。

 

 

 

 

必要でない理由をお書き下さい。 

 

 

 

 



 

（５）今後、退所者の自立支援を図る

観点から、退所時の復帰訓練中に利

用者への福祉用具の貸与（レンタル）

は必要と思いますか。（○は１つ） 

１.レンタルは必要 → 

 

 

 

２.レンタルは必要ない →

 

 

どのような場合に必要と思いますか。自由にお書き下さい。

 

 

 

必要でない理由をお書き下さい。 

 

 

 

 

６．施設における福祉用具の利用状況 

施設で保有されている福祉用具の台数を種類別にお知らせ下さい。その際に、可能であれば実際に利用されてい

る台数、入所者の持込（購入）台数もお知らせ下さい。なお、こちらの設問は管理台帳などを元に記入可能な項

目だけの回答で結構です。回答しにくい項目は空欄のままでご返送下さい。 

  
施設保有台数 

(施設にある全て)
実際の利用、
稼働台数 

入所者 
持込台数 

主な入所者持込用具の内容・理由

 （１）車いす     

 （２）特殊寝台     

 （３）床ずれ防止用具     

 （４）体位変換器     

 （５）手すり （据え置き型のみ）     

 （６）スロープ （据え置き型のみ）     

 （７）歩行器     

 （８）歩行補助つえ     

 （９）認知症老人徘徊感知機器     

 （１０）移動用リフト     

 （１１）入浴用リフト     

 （１２）ポータブルトイレ     

 （１３）その他１（            ）     

 （１４）その他２（            ）     

 （１５）その他３（            ）     

 （１６）その他４（            ）     

 （１７）その他５（            ）     

以上で調査は終了です。お忙しいところご協力ありがとうございました。 

 



 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

高齢者施設等における福祉用具利用と効果的な運用体制に関する調査 

 

報告書 

 

 

 

平成２４年３月 発行 

 

発行者  社団法人日本福祉用具供給協会 

     〒101-0061 東京都千代田区三崎町３－６－１３ ３Ｆ 

           ＴＥＬ  ０３－３２３４－８２８１ 

           ＦＡ×  ０３－３２８８－３０７７ 

 

 

本事業は、平成 23 年度 老人保健事業推進費等補助金の助成を受け、行ったものです。 




